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資料４－１ 

 

指定居宅サービスの人員・設備・運営に 

関する基準及び介護報酬について 
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      介護サービス情報の公表制度について 

介護サービス情報の公表制度とは、介護サービスの利用者やその家族等が適切にサー

ビスを選択できる機会を提供するために、介護サービス事業者から報告があった事業

所・施設の情報を、国がインターネット上で提供する「介護サービス情報公表システム」

において公表する制度です。 

介護保険法第 115 条の 35 により、介護サービス事業者には報告の義務が課せられて

います。 

 

 

 

 

■ 介護サービス情報の公表対象事業者 

介護サービス情報の公表は、毎年度、大阪府が策定する計画に基づき実施されます。 

報告対象事業者は、自らの責任において適正な報告を行う必要があります。 

【報告対象事業者】 

① 計画に定める基準日前の 1 年間において、提供を行った介護サービスの対価として

支払いを受けた金額が 100万円を超える事業者 

② 新規に指定又は許可を受けて介護サービスの提供を開始する事業者 

 

■ 情報公表手数料 

１サービスにつき 2,000円の手数料が必要です。 

大阪市、堺市も同額です。（令和７年４月現在） 

 

■ 公表事務の流れ 

① 秋ごろ（９月から 10月）にかけて順次、大阪府指定情報公表センターから報告対象

事業者に、情報を入力するために必要なＩＤ・パスワードを記載した通知文書、手

数料の払込票等を送付します。 

② 報告対象事業者は、公表システムにログインし、情報を入力し、期限までに報告を

完了します。併せて、送付された払込票により、コンビニで手数料を納付します。 

③ 指定情報公表センターでの手数料の入金及び報告内容の確認が完了すると、公表シ

ステム上で報告内容が公表されます。 

※報告対象事業者には通知文書が送付されますので、届かなかった事業者は報告する必

要はありません。ただし、指定情報公表センターに自ら申請し、手数料を納付するこ

とにより、公表システム上で介護サービス情報を公表することができます。 

ここでは大阪府の取扱いを紹介しています。 

政令指定都市（大阪市、堺市）に所在する事業所、施設については、両市が情報

公表事務の権限を有していますので、取扱いが異なることがあります。 
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詳しくは大阪府のホームページを御覧ください。 

http://www.pref.osaka.lg.jp/jigyoshido/kohyo_top/index.html 

 

利用者及びその家族等 

介護サービス情報公表システム 

 
サービス事業所・施設情報の 
閲覧・比較、選択 

大阪府指定情報公表センター 
（民間事業者） 介護サービス事業者 

②情報の入力(報告) 

 

②情報公表手数料の納付 

 

公
表
手
数
料
の
払
込
み 

大阪府 

公
表
事
務
の
委
託 

①ＩＤ・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞの発行 

③情報の確認・ 
公表 

介護サービス情報の公表の流れ 
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令和６年度より、経営情報の報告・公表のための

新たな２つの制度が始まります！

介護サービス事業者の経営情報の報告・公表

厚生労働省では、介護サービス事業者の毎年度の経営状況を把握し、事業者を取りまく

様々な課題に対する的確な支援策を検討するため、新たに、介護サービス事業者の経営情

報のデータベースを整備し、令和７（2025）年１月から運用を開始します。

介護サービス事業者の皆さまには、以下の経営情報の報告をお願いします。

１. 【新設】 介護サービス事業者の経営情報データベース

介護サービス情報公表制度は、利用者の介護サービス事業者の選択に役立つよう、事業者

に介護サービス情報の報告を求めるものです。

今回の見直しにより、介護経営の健全性等の情報を提供するため、介護サービス事業者の

皆さまには、財務状況の分かる書類の報告をお願いします。

２. 【見直し】 介護サービス情報公表制度の見直し

介護サービス事業者の皆さまへ

報告手段主な報告事項

介護サービス事業者経営情報データベースシステム

（経営情報DB） ※新システム

・収益・費用の内容

・職員の職種別人員数

・職種別給与（※任意での報告事項）

など
報告期限

毎会計年度終了後、3か月以内

※初年度は、令和7年3月まで

報告手段新たな報告事項

介護サービス情報公表システム ※既存システム・財務状況の分かる書類

（貸借対照表、損益計算書、キャッシュ

フロー計算書など）

・職員の一人あたりの賃金

（※任意での報告事項）

報告期限

毎年度

（提出期限は都道府県ごとに異なります）

裏面もご確認ください
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経営情報DB

制度に関するQ＆A

経営情報DB 情報公表制度

原則、全ての介護サービス事業者が報告の対象となります。

ただし、介護報酬が年間100万円以下の事業者や、災害等報告ができない正当な理由がある

場合は報告の対象外です。

※ 報告対象となるサービスについては、関係通知・ウェブページなどを参照ください。

報告対象となる事業者を教えてください

厚生労働省にて、ご報告いただいた経営情報等を属性別にグループ分けした上で分析を行い、

結果を公表する予定です。個人や法人を特定することができる形で公表されることはありません。

会計基準上、作成が求められていない等の事情がある場合は、資産や負債、収支の内容が分かる

簡易な計算書類でも差し支えありません。

詳しくは厚生労働省ホームページをご覧ください

経営情報データベース

https://www.mhlw.go.jp/stf/
tyousa-bunseki.html

介護サービス情報公表制度

https://www.mhlw.go.jp/stf/kaig
o-kouhyou.html

Q１

経営情報DB 情報公表制度

報告の単位は事業所・施設ごとですか？法人ごとですか？

経営情報DB

経営情報の報告にあたって、どのような準備が必要となりますか？

報告した経営情報等はどのように活用されますか？

情報公表制度

財務状況が分かる書類は、財務三表でないといけませんか？

原則、事業所・施設単位でお願いします。

なお、事業所単位で会計区分を行っていない場合など、やむを得ない場合は法人単位の報告

でも差し支えございません。

Q２

Q３

Q４

Q５

介護サービス事業者経営情報データベースシステムでの経営情報の報告には

「ＧビズＩDプライム」のアカウント取得が必要となります。

※ ＧビズIDの詳細については、以下のウェブページをご覧ください。
https://gbiz-id.go.jp/top/apply/prime_sendbypost.html
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れ
る
研

究
結

果
が

あ
り
ま
す
。 費

用
に
つ

い
て
は

、ラ
イ
セ
ン
ス
料

21
,0

00
円
の
投

資
で

年
間

約
80

万
円

の
削

減
が

見
込
め
ま
す
。 

ソ フ ト 利 用 費

通 信 費

人 件 費

ラ イ セ ン ス 料

ソ フ ト 利 用 費

交 通 費

郵 送 費

通 信 費

印 刷 費

人 件 費
約
13

4,
00

0円
/月

約
67

,0
00

円
/月

計
画

書
(1

表
、
2
表

)
や

提
供

票
デ
ー
タ

(6
表

、7
表

) と
い
っ
た

C
SV

フ
ァ
イ
ル
な
ど
を
、ド

ラ
ッ
グ

＆
ド
ロ
ッ
プ

す
る
だ
け
で

準
備

完
了

。
郵

送
や

FA
X
な
ど
の
送

付
の
手

間
か
ら
解

放
。

こ
こ
に
フ
ァ
イ
ル
を
ド
ロ
ッ
プ

(
出

典
：

令
和

2
年

度
老

人
保

健
健

康
促

進
事

業
「

介
護

分
野
の
生

産
性

向
上
に
向
け
た

IC
T
の
更
な
る
活

用
に
関

す
る
調

査
研

究
」

) 

介
護

分
野

の
生

産
性

向
上
を

図
り
、

い
き
い
き
と
働
け
る
職

場
を

実
現

す
る
た
め
に
は

、
IC

Tを
介

護
現

場
の
イ
ン
フ
ラ
と
し
て
活

用
す
る
こ
と
が

重
要
で

す
。

厚
生

労
働

省
で

は
、

事
業

所
間

で
や
り
と
り
さ
れ
る
情

報
に
つ
い
て
、

デ
ー
タ
連

携
の
約

束
事
を

「
ケ
ア
プ
ラ
ン
標

準
仕

様
」
と
し
て
定
め
て
い
ま
す
。

そ
の
約

束
事
に
従
っ
て
、

異
な
る
介

護
ソ
フ
ト
同

士
で
も
安

心
し
て
つ
な
が

れ
る
基

盤
と
し
て
、

国
民

健
康

保
険

中
央

会
は

「
ケ
ア
プ
ラ
ン
デ
ー
タ
連

携
シ
ス
テ
ム
」
を

提
供
し
ま
す
。
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ケアプランデータ連携システム ヘルプデスクサポートサイト
TEL 0120-584-708 受付時間 9:00～17:00（土日祝日除く）
サポートサイト内にて、メッセージフォームからも受け付けています。

ーーーーーーーーーーーーー フリーパスキャンペーンに係るご質問・お問合せ先 ーーーーーーーーーーーーー

詳しくは、サポートサイト内 特設ページよりご覧ください

※特設ページは、3月14日(金)より公開

https://www.careplan-renkei-support.jp ケアプラン ヘルプデスク 検 索

フリーパスキャンペーンとは、ケアプランデータ連携システムのすべての機能を1年間無料
でご利用できる期間限定のキャンペーンです。「導入コストが気になる」「周りの事業所
を誘いたいけれど、きっかけがない」。そのようなお声にお応えし、業務改善の第一歩を、
負担ゼロで気軽に始められるキャンペーンとなっています。

2025年6月1日～2026年5月31日（予定）

無料でご利用いただける期間は、申請いただいた日から1年間です。

キャンペーン申請期間

0円/年

ライセンス料

21,000円/年
通常

対象となる事業所

すべての介護事業所が対象です
初めて利用する方◎ 現在利用中の方◎ 一度ご利用をやめた方◎

2025年6月1日 2026年5月31日

初めて利用する方

現在利用中の方

更新時
フリーパス適用

新規申込

キャンペーン期間
2027年5月31日

21,000円/年 21,000円/年0円/年

0円/年 21,000円/年

2025年4月～5月に“ケアプー”のお申し込みされた方・更新をされた方も、

2026年4月～5月の更新時にフリーパス適用可能です！

更新時

更新時
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介護に直接携わるすべての職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さない方について、認知症介護基礎

研修を受講することが令和３年４月から義務付けられ、令和６年３月３１日をもって経過措置期間が終

了しました。介護サービス事業所は同年４月１日より、対象者の受講についてご対応をお願いします。 

 

また、新規採用、中途採用を問わず、事業所が新たに採用した従業者（医療・福祉関係の資格を有さない者

に限る）に対する受講の義務付けについては、採用後１年間の猶予期間が設けられ、採用後１年を経過する

までに認知症介護基礎研修を受講させることとされています。 

 

◆認知症介護基礎研修とは 

・認知症の人への介護に求められる基本的な理解や対応方法を習得するための研修です。  

・大阪府では e ラーニングによる研修形式を導入しており、パソコンやスマートフォン等で２４時間 

いつでも受講可能です。 

 

◆対象者 

・府内に所在するすべての介護サービス事業所｛無資格者がいない訪問系サービス(訪問入浴介護を除く)、福

祉用具貸与、居宅介護支援を除く｝において、介護に直接携わる職員の方全員です。 

但し、以下の受講義務が免除となる方は受講対象外です。 

【受講義務が免除となる方】 

〇次のいずれかの資格を有している。  

看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、生活援

助従事者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者、訪問介護員養成研修一級課程・二級課程修了者、社会

福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、

栄養士、あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師、柔道整復師、福祉用具専門員、歯科衛生士 

 

〇次のいずれかの条件に該当する。  

・認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護指導者研修等の認知症介護に係る研修を

修了した者 

・養成施設で認知症に係る科目を受講した者（卒業証明書及び履修科目証明書により、事業所及び自治体が認

知症に係る科目を受講していることが確認できること。）  

・福祉系高校で認知症に係る科目を受講した者（卒業証明書が確認できること。） 

 

◆受講方法について 

申込方法や受講の流れなどについては、大阪府 HPをご覧いただき、指定研修法人の 

申し込み用 URLより直接お申込みください。 

              

◆問い合わせ先 

大阪府 福祉部 高齢介護室 介護支援課 認知症・医介連携グループ 

電話：０６－６９４４―７０９８ 

 

介護事業所長の皆様へ 

大阪府認知症介護基礎研修等のご案内 

 

Ⓒ2014 大阪府もずやん 

大阪府 HP認知症介護基礎研修について⇒ 

 

9



 

大阪府では、介護職員等に対して、認知症介護に関する実践的な知識及び技術を修得するための研修を実

施しています。介護事業所職員の積極的な受講をご検討下さい。※認知症専門ケア加算の算定要件の 1 つ

でもある『認知症ケアに関する専門的研修等』に該当するものもあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆認知症介護実践者研修（６日間の講義・演習＋４週間の現場実習） 

研修受講要件は、「介護保険施設・事業者等に従事する介護職員等で、認知症介護基礎研修を修了した者

あるいはそれと同等以上の能力を有する者であり、身体介護に関する基本的知識・技術を修得している者

であって、概ね２年程度の実務経験を有する者」です。 

 

◆認知症介護実践リーダー研修（７日間の講義・演習＋４週間の現場実習） 

研修受講要件は、「介護保険施設・事業者等に従事する介護職員等で、介護保険施設・事業者等において

介護業務に概ね５年以上従事した経験を有する者であり、かつ、ケアチームのリーダーまたはリーダーに

なることが予定されるものであって、実践者研修（旧基礎課程を含む）を修了し１年以上経過している者」

です。 
 

詳しくは、大阪府 HP「介護従事者の方向け研修情報」にある、認知症実践研修（実践者研修・実践リーダ

ー研修）のページをご覧ください。 

 

 

◆認知症介護指導者養成研修 

大阪府が実施する認知症介護基礎研修及び認知症介護実践研修を企画・立案し、講義、演習、実習を担当

することができる能力を身につけるとともに、介護保険施設・事業者等における介護の質の改善について

指導することができる方を養成することを目的とした研修です。 

 

詳しくは、大阪府 HP「介護従事者の方向け研修情報」にある、認知症介護指導者研修のページをご覧くだ

さい。 

 

 

認知症介護実践者研修等のご案内 

図引用：認知症介護研究・研修センター「認知症介護指導者養成研修」パンフレット 

大阪府 HP認知症実践研修（実践者研修・実践リーダー研修）について⇒ 

大阪府 HP認知症介護指導者研修について⇒ 
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⼤阪府 福祉部 地域福祉推進室 地域福祉課
〒540-0008 ⼤阪市中央区⼤⼿前３丁⽬２-１２
TEL︓06-6944-9167 FAX︓06-6944-6681

⼤阪府ホームページ︓https://www.pref.osaka.lg.jp/chiikifukushi/daisansha/index.html

「第三者評価」受審の3つのメリット︕

施設・事業所の
成⻑につながる︕

▸事業者が提供しているサービスの質について改善点が明らかになります。
▸改善点が明らかになるため、サービスの質の向上に向けて具体的な⽬標が設定できます。
▸第三者評価を受ける過程で、職員間での諸課題の共有化と改善意欲の醸成が促進されます。

利⽤者等に
アピールできる︕

▸評価結果を公表することにより、より多くの⽅々に事業所をＰＲできます。
▸サービスの質の向上に向けて、職員が⼀丸となって取り組んでいる姿勢をアピールできま
す。
▸さらに、継続受審することにより、改善意欲の⾼さと、施設・事業所及び職員の成⻑を
知ってもらうことができます。

求職者に
アピールできる︕

▸公表された評価結果により、求職者に対して「当該施設・事業所の理念・基本⽅針」や
「利⽤者に対する考え⽅」「福祉⼈材の確保・育成計画」「⼈事管理の体制整備」等を周
知・PRすることができます。
▸施設・事業所の⾒える化につながり、安定的な⼈材確保を促します。

受審事業者の声

＊第三者評価を受審し、評価結果を公表することにより、社会福祉法⼈が経営する社会福祉施設の措置費の弾⼒運⽤が可能
になる場合があります。ご不明な点については、法⼈所轄庁（⼤阪府、政令指定市及び中核市の法⼈所管課）にお問合せ
ください。
＊第三者評価の受審の際に、児童福祉分野では、次のサービス種別で補助⾦などの⾦銭的補助を受けることができます。
ご不明な点等については、各市町村の保育所・放課後児童健全育成事業の所管課にお問合せください。
・保育所（公定価格の加算として受審料の２分の1程度補助（上限15万円・5年に１回））
・放課後児童健全育成事業（⼦ども・⼦育て⽀援交付⾦による受審料の満額補助（上限30万円・３年に1回））
＊また、障がい福祉分野においては、令和３年度障がい福祉サービス等報酬改定において、就労継続⽀援A型の基本報酬
算定⽅法にスコア⽅式が導⼊され、そのスコア評価の⼀つとして「前年度末⽇から過去3年以内の第三者評価の受審状
況」が盛り込まれています。ご不明な点等については、各指定・指導権者にお問合せください。

～『信頼され、選ばれる事業所』をめざして～
■福祉サービス第三者評価って何︖
☞福祉サービスを提供する施設・事業所のサービスの質について、公正・中⽴な第三者評価機関（⼤阪府認証）が専⾨的・客観的な
⽴場から評価を⾏う取組みです。

☞評価結果は、⼤阪府ホームページ等で公表され、利⽤者及びその家族等が施設・事業所を選択する際の情報資源となります。

■はじめて、第三者評価を受審させて頂きました。3か⽉間の準備期間のなか、⼀番苦労した
のが⾃⼰評価表の作成でした。⾃⼰判断での⾃⼰評価するのは⼤変難しいことでしたが、振り
返りという点では何が⾜りなくて、何が必要であるかを再認識することが出来ました。
評価委員の⽅からも適切なアドバイスも受けることが出来、今後の法⼈・園そして職員の課題
が明確になり次回の受審までに研鑽し、また⼀つ法⼈全体として成⻑できる場であると考えて
います。 【保育所】
■新設ということもあり、何もわからない状態でしたが、調査員の⽅が優しく教えて下さり、
他施設のお話も聞け⾮常に勉強になりました。
ご指摘頂いた事も踏まえ、これからもサービス向上に努めて参ります【特別養護⽼⼈ホーム】
■普段職員で考えあいながら作ってきている保育ですが、客観的に専⾨的な視点で保育、運営
を⾒て、意⾒をもらえることがとても学びになりました。 【保育所】
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認証
番号 評価機関名 所在地 連絡先

評価実施分野

⾼齢 障がい ◎児童
270003
※

特定⾮営利活動法⼈
ふくてっく ⼤阪市阿倍野区 06-6652-6287 ● ● ●

270006 特定⾮営利活動法⼈
カロア 泉佐野市 072-464-3340 ● ● ●

270012
※

特定⾮営利活動法⼈
ニッポン・アクティブライフ・クラブ ⼤阪市中央区 06-6941-5220 ● ● ●

270025 株式会社
第三者評価 ⼤阪市東淀川区 06-6195-6313 ●

270033
※

株式会社
H.R.コーポレーション 兵庫県⻄宮市 0798-70-0651 ● ● ●

270040
※

特定⾮営利活動法⼈
NPOかんなびの丘 堺市北区 072-255-6336 ● ●

270042
※

⼀般財団法人
⼤阪保育運動センター ⼤阪市中央区 06-6763-4381 ●

270048
※

特定⾮営利活動法⼈
エイジコンサーン・ジャパン ⼤阪市住之江区 06-6615-1250 ● ● ●

270049 特定⾮営利活動法⼈
評価機関あんしん 岸和⽥市 072-444-8080 ● ● ●

270050 ⼀般社団法⼈
障がい・介護福祉事業⽀援協会 ⼤阪狭⼭市 072-220-4620 ● ●

270051 特定⾮営利活動法⼈
ほっと 堺市堺区 072-228-3011 ● ● ●

270052
※

⼀般社団法⼈
ぱ・まる 堺市堺区 072-227-4567 ● ● ●

270054 株式会社
ジャパン・マーケティング・エージェンシー ⼤阪市中央区 06-6263-0141 ● ● ●

270056 ⼀般社団法⼈
関⻄福祉サポート社中 ⼤阪市淀川区 06-7777-1037 ● ● ●

270057 株式会社
ＥＭアップ 兵庫県⻄宮市 0798-65-3935 ●

270058 株式会社
評価基準研究所 東京都千代⽥区 03-3251-4150 ● ● ●

270059 株式会社
JAC機構 堺市⻄区 072-249-7882 ●

270060 保育アセスメント
株式会社 ⼤阪市住之江区 070-1212-5311 ●

270061 株式会社
プレパレーション 東京都渋⾕区 03-6427-7451 ●

270062 福祉評価機関NCA
株式会社 ⼤阪市住吉区 080-3822-9160 ●

270063 株式会社
イムア ⼤阪市北区 06-4300-5907 ●

270064 ⼀般社団法⼈
第三者評価機構 ⼤阪市阿倍野区 06-7777-2739 ●

270065 ⼀般社団法⼈
NECQA ⼤阪市淀川区 080-4378-4505 ●

◆⼤阪府の認証評価機関⼀覧◆
（令和７年１⽉23⽇現在23機関）

※全国社会福祉協議会による全国共通の社会的養護関係施設等（児童養護施設、乳児院、児童⼼理治療施設、児童⾃⽴⽀援施設、
⺟⼦⽣活⽀援施設、ファミリーホーム及び⾃⽴援助ホーム）第三者評価機関認証を受けている機関 (２３機関中7機関)

担当︓⼤阪府 福祉部 地域福祉推進室 地域福祉課 調整グループ
TEL（代表）06-6941-0351(内線2491)、（直通）06-6944-9167

URL:https://www.pref.osaka.lg.jp/chiikifukushi/daisansha/index.html

◎児童福祉分野については、保育所・児童館・放課後児童健全育成事業が対象。
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資料４－２ 

 

利用者や従業者等の生命及び健康保持の 

ために知っておくべきこと 
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※ 被害情報を入力いただいた場合には、国や都道府県・市町村において、支援の必要性を判断する
ことができます。また、所管官庁等と被害情報を共有することにより、優先的な復旧に活用され
る場合もあります。

スマートフォン・パソコン
からシステムへ報告

大阪府から
被災状況の
報告を依頼

大阪府へ
被災状況の
報告を要請

災害時情報共有システムとは
介護施設等の被災状況を迅速かつ正確に情報収集し、適切な支援につなげ

ることができるよう、災害発生時における被災状況等を把握することを目的
として国が構築したシステムです。

まずは登録情報の確認を！

厚⽣労働省 自治体 高齢者福祉施設

情報公表システムにログイン

【URL】https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/houkoku/27/index.php

※ ID・パスワードは情報公表システムへログインするものと同じです。

登録情報の確認・更新

基本情報欄に、法人名称など必要項目を入力し、運営情報欄及び緊急連絡先（担
当者名・電話番号・メールアドレス）が入力されているか確認の上、更新してく
ださい。 ※ 未入力・古い情報がないかも確認し、更新してください。

内容確定（完了）

※ 災害発生時の被災情報につきましては、情報の公表と同じく事業所ごとに入力
いただく必要があり、入所施設に併設の短期入所生活介護事業所や同一建物に
ある通所介護事業所であってもそれぞれに入力してください。

７項目にチェックするだ
けで簡単に報告可能︕

１

２

３

ＳＴＥＰ

ＳＴＥＰ

ＳＴＥＰ

裏⾯へ

QRコードからもログイン可能です。

「災害時情報共有システム」の
登録情報の更新・追加はお済ですか︖

災害
発⽣
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Ａ 施設・サービス種別によって問合せ先が異なります。下記をご参照ください。

災害時情報共有システムに関する Q＆A

Ｑ 災害時情報共有システムのログインIDやパスワードがわからず、システムに
ログインできません。どうしたらよいでしょうか︖

Ｉ Ｄ ︓
パスワード︓
※ 情報公表の公表対象事業所は、年に１度（秋ごろ）の更新の際にパスワードが変更

されます。最新の更新依頼通知に記載されているパスワードを記⼊してください。

ログインIDとパスワードを記⼊し、災害時にすぐに取り出せる
ところへ保管してください。

ログインI Dとパスワード

Ａ 自治体から事前にシステムへ登録いただいた緊急連絡先メールアドレスに依頼が届きま
すので、以下手順に従って報告してください。
①システムへログイン後、「被災状況の報告」より該当する災害名を選択し、

「選択した災害の被災報告をする」をクリック。
②被災状況報告の詳細内容を⼊⼒し、最後に「報告する」をクリック。
③「報告内容を保存しました」と表⽰されましたら完了です。

※（地域密着型）特定施設⼊居者⽣活介護は、有料・軽費・サ⾼住としての回答となります。
ログイン時に選択するサービス名の施設番号は＜900番台＞から選んでください。

Ｑ 実際に災害が起きた時の報告方法（報告手順）を教えてください。

問合せ先施設・サービス種別

koreikaigo-g08@sbox.pref.osaka.lg.jp養護⽼⼈ホーム、軽費⽼⼈ホーム、
有料⽼⼈ホーム、サービス付き⾼齢者向け住宅①

kouhyou@osakafusyakyo.or.jp介護サービス情報の公表制度における
報告対象事業所②

A 対象サービスは、⽼⼈短期⼊所施設、養護⽼⼈ホーム、特別養護⽼⼈ホーム、軽費⽼⼈
ホーム、認知症⾼齢者グループホーム、⽣活⽀援ハウス、介護⽼⼈保健施設、介護医療院、
⼩規模多機能型居宅介護事業所、看護⼩規模多機能型居宅介護事業所、有料⽼⼈ホーム、
サービス付⾼齢者向け住宅、⽼⼈デイサービス事業、認知症対応型⽼⼈共同⽣活援助事業、
複合型サービス福祉事業（複合型サービス）、⽼⼈福祉センター
※ ただし、災害の状況によりその他のサービスについても報告を求めることがあります。

Ｑ 報告対象は全サービスですか︖
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介護現場における感染対策については以下の厚生労働省HPに掲載されていますのでご確認ください。

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/taisakumatome_13635.html）

出典：厚生労働省ホームページ　※令和７年４月10日時点
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ノロウイルスの感染を広げないために！！ 

～処理の手順を守ろう！～ 

① 汚物はすぐに拭き取る・乾燥させない！ 

 ノロウイルスは乾燥すると空中に漂い、口に入って感染することがあるので、 

嘔吐物や糞便は速やかに処理することが感染防止に重要です。 

 

② きれいに拭き取ってから消毒する！ 

  ノロウイルスには家庭用塩素系漂白剤を水で薄めた消毒液が有効です。 

★消毒液は、汚物が残っている状態で使用すると、ウイルスに対する消毒効果が低下するので 

消毒前にまずは汚物をきれいに取り除くことが重要です。 

 

③ しっかり手洗いをする！ 

ノロウイルスを広げないためには、しっかり手洗いをして、 

手からノロウイルスを落とすことが大切です。 

＜タイミング＞ 

嘔吐物等の処理後、拭き取り掃除後、調理の前、食事前、トイレの後、オムツ交換の後 等 

 

 

吐いたとき 

 

① ビニール手袋・マスク・ガウン・靴カバー

等を着用する。 

② ペーパータオル・布等で嘔吐物を覆い、外
側から内側へ向けて、拭き取り面を折り込
みながら静かに拭き取る。 

③ 床等に、汚物が残らないように、しっかり
拭き取る。 

④ 拭き取りに使用したペーパータオル・布等
は、ただちにゴミ袋に入れ、密閉し廃棄す
る。 
＊ 可能であれば、50 倍に薄めた家庭用塩素系

漂白剤を入れてから、密閉し廃棄する。 
 

⑤ 汚物を拭き取った後の床等は、50 倍に薄
めた家庭用塩素系漂白剤で浸すように拭
く。 
＊ ペーパータオル・布等はなるべく色のついて

いないものを使用する。 

⑥ 10 分後に水拭きする。 

衣類等が糞便や嘔吐物で汚れたとき 

① ペーパータオル・布等で覆うなど、付着

した汚物中のウイルスが飛び散らない

ようにしながら汚物を取り除く。 

 

② 汚物を取り除いたあと、洗剤を入れた水 

の中で、静かにもみ洗いをする。 

③ 50 倍に薄めた家庭用塩素系漂白剤に 

10 分程度つけこむ。（素材に注意） 
 

★家庭用塩素系漂白剤につけこむ代わりに、 

85℃・１分以上の熱湯洗濯を行うことでも 

ウイルスの消毒効果があります。 

④ 他の衣類とは分けて洗う。 

 

 

窓を開ける等 

換気を十分に！ 

 

 

＊石けんを使って

流水で！ 

＊もみ洗いした場所は、

250 倍に薄めた家庭用塩

素系漂白剤で消毒し、洗剤

を使って掃除をする。 
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使用目的 濃 度 希釈液の作り方 

・汚物を取り除いたあとの床等 

（浸すように拭き、10 分後に水拭

きする） 

 

・汚物を取り除いたあとの衣類 

（10 分程度つけこむ） 

 

・汚物の拭き取りに使用した 

ペーパータオル・布等の廃棄 

（ゴミ袋の中で廃棄物を浸すよう

に入れ、密閉し廃棄する。） 

約 50倍 

※濃度 

約 1000ppm 

 

 

 

 

 

 

 

                    

                                                           

 

・もみ洗いをしたあとの 

洗い場所の消毒 

（消毒後、洗剤で掃除すること） 

 

・トイレの取っ手・トイレドア

のノブ・トイレの床などの拭

き取り 

（拭き取り部位が金属の場合は、

10 分後に水拭き） 

約 250 倍 

※濃度 

約 200ppm 

 

 

 

 

 

 

 

                            

 

 作り置きは効果が低下します。なるべく使用直前に作りましょう。 

 作った消毒液を一時的に保管する場合は、誤って飲むことがないように、消毒液であることを 

はっきり明記して日光の当たらない場所で保管しましょう。 

 家庭用塩素系漂白剤（次亜塩素酸ナトリウム）は未開封でも徐々に劣化していきますので、なるべく

新しいものを使用しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年４月作成 

 

 

発行元：大阪府健康医療部保健医療室感染症対策企画課 

ノロウイルスによる 

感染性胃腸炎について 

 

・ノロウイルスによる感染性胃腸炎は、 

冬季に多いとされていますが、最近では、初夏に

かけても集団事例として多くの発症が報告されて

います。 

・10～100個の少ないウイルス量でも発病するた

め、人から人への感染が起こります。 

・症状が消えてからも、10 日から１か月は糞便中に

ウイルスが排出されています。 
ノロウイルス電子顕微鏡写真提供 大阪健康安全基盤研究所 

 

感染経路 

 患者の糞便や嘔吐物からの二次感染 

 感染した人が調理などをして汚染された食品 

 ウイルスの蓄積した加熱不十分な二枚貝など 

 

一般的に市販されている家庭用塩素系漂白剤の塩素濃度は、約５％です。 

塩素濃度約５％のものを利用した場合の方法を以下に示します。 

（家庭用塩素系漂白剤のキャップ 1杯が、約 25ｃｃの場合です。） 
家庭用 

塩素系 

漂白剤 

 

キャップ約２杯 

 

①水道水 2,500cc 

 （500ccペットボトル５本分） 

 

②家庭用塩素系漂白剤 

 50cc 

 

バケツ 

①水道水 2,500cc 

（500ccペットボトル５本分） 

 

②家庭用塩素系漂白剤 

 10cc 

 

キャップ 1/2杯弱 バケツ 

家庭用塩素系漂白剤 希釈方法早見表 

潜伏期間 

 通常１～２日 

 

 

症状 

 下痢・嘔吐・吐き気・腹痛などで、通常１～３

日症状が続いた後、回復。 
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                                （消毒薬等については裏面参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

O157 電子顕微鏡写真 

提供 大阪健康安全基盤研究所 

 

★ 食べ物 （牛肉やレバーなどは充分に加熱しましょう。） 

★ 生肉を触れた箸 （焼く箸と食べる箸を使い分けましょう。） 

★ 患者・保菌者の糞便で汚染されたものや水 など 

 

 

  

腸管出血性大腸菌（Ｏ１５７等）感染症の潜伏期間と症状 

二次感染防止のために 

 

★ 下痢・腹痛・発熱など

の症状がある時は、早め

に受診しましょう。 

 

腸管出血性大腸菌（O１５７等） 

 感染症にご注意！ 

 

潜伏期間 ： ２～１４日（平均３～５日） 

症  状 ： 下痢（軽いものから水様便や血便）・腹痛・発熱など 

 

※ 乳幼児や高齢者では重症になる場合があります。 

※ 発症後 1～２週間は、溶血性尿毒症症候群（ＨＵＳ）を起こす 

ことがありますので注意が必要です。 

 

 

 

 

 

 

感染経路 

腸管出血性大腸菌はわずか数十個程度の菌が体の中に入っただけでも発症することがあるため、

患者・保菌者の糞便などから二次感染することがあります。 

 

※ ＨＵＳ：ベロ毒素により腎臓の細胞が傷害されて発症する、溶

血性貧血、血小板減少、急性腎不全の３つを特徴とする状態。 

主な症状：尿が出にくい・出血を起こし易い・頭痛など 

重症になると、けいれん・昏睡を起こし、生命の危険がある。 

 

腸管出血性大腸菌（O157 等）は、通常牛等の腸内に生息してい

ます。そのため腸の内容物で汚染された食品を介して、口から体内に

入ることによって感染します。 

 

※ トイレについて：患者・保菌者が排便した後に触れた部分（ドアや水道のノブなど）は、逆性せっけ 

んや消毒用アルコールで消毒してください。（消毒薬は薬局で手に入ります。） 

 

※ 衣類などについて：患者・保菌者の糞便のついた衣類などは、熱湯や 100倍に薄めた家庭用塩素系漂 

白剤に 30分浸したあと、他の衣類とは別に洗濯し、日光で十分に乾燥させましょう。（素材に注意） 

 

※ 入浴・お風呂について：患者・保菌者がお風呂を使用する場合、下痢があるときは、シャワーまたは 

かけ湯にしましょう。浴槽につかる時は最後にし、混浴は避けましょう。 

浴槽の水は毎日替え、浴室、浴槽はよく洗い流しましょう。 

 

※ 業務について：患者・保菌者が飲食物に直接接触する業務に従事することは、法律で制限されています。 

 

 

★ 普段から調理前や食事前、トイレの後は石けんをよく泡立てて手指から手首までを充分洗いましょう。  

★ タオルの共用使用はやめましょう。 

★ 糞便を処理する時は、使い捨てビニール手袋を使いましょう。 

処理がすんだあとは、手袋をはずし石鹸で手洗いしましょう。 

（また、乳幼児や高齢者でオムツの交換時の汚染に充分気をつけてください。） 

★ 下痢などで体調の悪いときには、プールの利用はやめましょう。 

簡易ビニールプール等を利用する場合は、頻繁に水を交換しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 
≪注意事項≫ 
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消毒液のつくり方 

消毒するもの 使用薬剤など めやす量 

手指 

逆性石鹸液 

（塩化ベンザルコ二ウム液 10％） 

石鹸で手洗い後、100倍液 

（下記参照）に浸して洗浄する 

速乾性擦式手指消毒剤 

 

消毒用エタノール(70％) 

原液３cc を手のひらにとり、乾燥するま

で（約１分間）手に擦りこんで使う 

食器・器具・ふきん 

まな板・おもちゃ等 

次亜塩素酸ナトリウム 

(台所用塩素系漂白剤など) 

100 倍液（下記参照）に３0 分間浸し、

水洗いする 

熱湯消毒 
80℃、５分間以上（ただし、ふきんは

100℃で５分間以上煮沸） 

トイレの取っ手 

ドアのノブ 

消毒用エタノール（70％） 
濃度はそのまま使用し薬液を含ませた紙

タオル等で拭くか噴霧する 

逆性石鹸液 

（塩化ベンザルコ二ウム液 10％） 

50 倍液（下記参照）を含ませた紙タオ

ル等で拭く 

衣類の消毒 

次亜塩素酸ナトリウム 

（家庭用塩素系漂白剤など） 

100 倍液（下記参照）に 30 分間つけた

後、洗濯する 

熱湯消毒 
熱水洗濯機（80℃10分間）処理し、 

洗浄後乾燥させる 

風呂場 

逆性石鹸液 

（塩化ベンザルコ二ウム液 10％） 

100倍液（下記参照）を含ませた紙タオ

ル等で拭く       

熱湯消毒 熱湯で洗い流す 

 

※ おむつ交換時と便の処理を行なう時は、使い捨てビニール手袋を使用する。 

※ 次亜塩素酸ナトリウムは、金属腐食性があるので、消毒後、水拭きする。 

 

 濃 度             希 釈 液 の 作 り 方 

５０倍液 

 

 

  

 

 

                    

                    

                        

１００倍液 

 

 

 

  

 

 

                    

                    

 

大 阪 府 
（お問い合わせは最寄りの保健所へ） 

①水道水 1000cc 

（500cc ペットボトル

2本分） 

 

② 薬剤 20cc 

 

① 水道水 1000cc 

（500cc ペットボトル 

2本分） 

 逆性石鹸 の場合  

薬剤キャップ 

1 杯 約 5cc と

して 

約 2杯 

家庭用塩素系漂白

剤 の場合  

薬剤キャップ 

1 杯 約 25cc と

して 

約 1/2杯弱 

 

逆性石鹸 の場合 

薬剤キャップ 1杯 

約 5cc として 

約 4杯 

消毒方法について 
(消毒薬については､薬局等でご相談ください｡) 

大阪府健康医療部感染症対策企画課 令和 3年 4 月作成 

② 薬剤 10cc 
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写
真
に
異
常
陰
影
が
あ
る
時
に
は
、

  

か
か
り
つ
け
医
や
施
設
の
嘱
託
医
に
喀
痰
検
査
等

  

の
必
要
性
を
確
認
し
ま
し
ょ
う
。

  

・
健
康
管
理
の
た
め
の
情
報
と
し
て
、
結
核
等
の

  

既
往
歴
や
治
療
中
の
病
気
を
確
認
し
ま
し
ょ
う
。

  

 定
期
健
康
診
断
時
の
健
康
チ
ェ
ッ
ク

 
・
結
核
の
早
期
発
見
の
た
め
に
も
、
定
期
健
康
診
断

  

を
活
用
し
ま
し
ょ
う
。

  

・
「
高
齢
者
は
結
核
の
ハ
イ
リ
ス
ク
者
」
で
あ
り
、

  

健
診
が
義
務
で
は
な
い
施
設
も
、
定
期
的
な
健
康

  

チ
ェ
ッ
ク
が
大
切
で
す
。

 

  日
常
的
な
健
康
観
察

 
・
高
齢
者
結
核
で
は
咳
や
痰
が
で
な
い
割
合
も
高
く

  

継
続
す
る
体
調
不
良
や
免
疫
低
下
に
か
ら
む
症
状

  

な
ど
、
日
常
の
健
康
観
察
が
と
て
も
大
切
で
す
。

 

  

➢
 
な
ん
と
な
く
元
気
や
活
気
が
な
い

  

➢
 
発
熱
、
食
欲
不
振
、
体
重
減
少
、
倦
怠
感
、

 

尿
路
感
染
（
免
疫
低
下
）

  

➢
 
咳
、
痰
、
胸
痛
、
呼
吸
の
し
づ
ら
さ

  

 ・
肺
炎
疑
い
で
も
、
で
き
れ
ば
抗
生
剤
を
使
用
す
る

  

前
に
、
喀
痰
検
査
の
実
施
を
嘱
託
医
に
相
談
し
ま

  

し
ょ
う
。
ま
た
、
抗
生
剤
の
使
用
状
況
を
記
録
に

  

残
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

 
  

高
齢
者
介
護
に
関
わ
る
あ
な
た
と

 
あ
な
た
の
大
切
な
人
の

 
“健

康
を
守
る

”た
め
に

 
 職
員
の
定
期
健
康
診
断

 
・
少
な
く
て
も
年
に
１
回
は
胸
部

X
線
検
査
を

  
受
け
ま
し
ょ
う
。
精
密
検
査
の
通
知
が
来
た
ら
、

  
自
覚
症
状
が
な
く
て
も
必
ず
受
診
し
ま
し
ょ
う
。

  
 ・
健
診
結
果
は
、
今
後
の
健
康
管
理
に
大
切
な
情
報

  
で
す
。
結
果
を
保
管
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

  
 咳
エ
チ
ケ
ッ
ト

 
・
咳
が
出
る
時
は
、
サ
ー
ジ
カ
ル
マ
ス
ク
を
着
用

  
し
ま
し
ょ
う
。

  
 ま
ず
は
自
分
の
身
体
を
い
た
わ
り
ま
し
ょ
う

 
・
身
体
の
免
疫
力
を
維
持
し
、
風
邪
等
の
症
状
が

  
続
く
時
は
、
早
め
の
受
診
を
心
が
け
ま
し
ょ
う
。

 
 ・
免
疫
が
低
下
す
る
疾
患
（
糖
尿
病
、
腎
疾
患
、

  
H

IV
等
）
が
あ
る
時
は
、
確
実
に
治
療
を
継
続

  
し
ま
し
ょ
う
。

 
 ・
結
核
に
つ
い
て
勉
強
す
る
機
会
を
持
ち
ま
し
ょ

う
。

 
 

  
 結
核
に
関
す
る
心
配
や
不
安
が
あ
る
時
は

 
保
健
所
に
相
談
し
ま
し
ょ
う
。

 
 

 
 

＜
結
核
に
つ
い
て
～
大
阪
府
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
＞

 
 

 
  
 

 
 

高
齢
者
介
護
に
関
わ
る
人
の

 
た
め
の

 “
結
核

” 
基
礎
知
識

 
  
現
在
１
年
間
に
約

1
万
１
千
人
の
結
核
患
者
が

 

新
た
に
診
断
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
約
７
割
は

 

6
0
歳
以
上
で
す
。

 
                            

 
あ
る
日
、
あ
る
高
齢
者
施
設
で
…

 

 

     

 
 こ

の
資
料
は
平
成

28
 
年
度
国
立
研
究
開
発
法
人
日
本
医
療
研
究
開
発
機
構
委
託
研
究

 

 
開
発
費
「
地
域
に
お
け
る
結
核
対
策
に
関
す
る
研
究
」
に
よ
り
作
成
さ
れ
ま
し
た
。

 

○
○
さ
ん
、
結
核
疑
い

 
だ
そ
う
で
す

!!
 

こ
ん
な
時

 
ど
う
し
た
ら
い
い
で
し
ょ
う
？
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利
用
者
が
結
核

(疑
い

)と
 

診
断
さ
れ
た
ら

 
 マ
ス
ク
の
着
用
と
個
室
対
応

 

 結
核
（
疑
い
）
の
方

 
入
院
や
検
査
結
果
を
施
設
で

 
待
つ
間
は
、
サ
ー
ジ
カ
ル
マ
ス
ク
を
着
用
し
て

  
も
ら
い
、
個
室
対
応
で
ド
ア
は
閉
め
ま
し
ょ
う
。

 
  職
員
や
家
族
等

 個
室
へ
入
る
時
は

N
9

5
マ
ス
ク

  
を
着
用
し
、
乳
児
等
の
面
会
は
禁
止
し
ま
す
。

  
 車
で
搬
送
す
る
時

  
・
結
核
（
疑
い
）
の
方
は
、
サ
ー
ジ
カ
ル
マ
ス
ク

を
、
同
乗
者
は

N
9

5
マ
ス
ク
を
着
用
し
ま
す
。

  
・
窓
を
開
け
て
換
気
を
し
ま
し
ょ
う
。

  
 部
屋
の
清
掃
な
ど

  
・
部
屋
の
窓
を
開
け
て
換
気
を
十
分
行
い
ま
し
ょ

う
。

  
・
薬
剤
等
に
よ
る
消
毒
は
不
要
で
す
。
通
常
の
掃
除

  
や
洗
濯
、
食
器
洗
い
を
行
え
ば
大
丈
夫
で
す
。

 
  

＜
N

9
5
マ
ス
ク
＞

 結
核
の
感
染
防
止
の
た
め
職
員

  
や
家
族
が
つ
け
る
マ
ス
ク
で
す
。
す
ぐ
、
使
え
る
よ

う
に
常
備
し
、
着
用
訓
練
を
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

 
      

 
～
結
核
の
発
病
は
誰
の
せ
い
で
も
な
い
～

  
・
突
然
、
結
核
（
疑
い
）
と
言
わ
れ
、
動
揺
す
る
方

も
 多

い
た
め
、
周
囲
の
サ
ポ
ー
ト
が
不
可
欠
で
す
。
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

接
触
者
健
診
に
つ
い
て

 
 目
的

 
・
患
者
か
ら
の
感
染
や
発
病
の
有
無
な
ど
を
調
べ
、

  
結
核
の
感
染
拡
大
を
防
止
し
ま
す
。

  
 基
本
的
な
流
れ

 
・
保
健
所
は
届
出
に
よ
り
、
患
者
の
病
状
や
生
活
、

  
患
者
と
接
し
た
方
の
健
康
状
態
等
を
確
認
し
て
、

  
必
要
な
対
象
者
に
、
無
料
で
健
診
を
行
い
ま
す
。

 
    

 

     主
な
検
査

 
・
原
則
と
し
て
、
結
核
の

“感
染

”を
血
液
検
査
で
、

  
“
発
病
”
を
胸
部

X
線
検
査
で
調
べ
ま
す
。

  
 実
施
時
期
な
ど

 
・
施
設
の
定
期
健
診
状
況
な
ど
も
検
討
し
、
適
切
な

  
時
期
に
行
い
ま
す
。

 
 

 

・
必
要
に
よ
り
、
保
健
所
と
施
設
が
協
力
し
て
、

  
健
診
の
前
に
説
明
会
を
行
う
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

 
 ・
結
核
に
感
染
し
た
後
、
検
査
で
感
染
が
わ
か
る

  
よ
う
に
な
る
ま
で
、
３
か
月
ほ
ど
か
か
り
ま
す
。

  
 ・
あ
わ
て
て
検
査
を
す
る
と
正
確
な
結
果
が
得
ら
れ

  
な
い
こ
と
も
あ
り
ま
す
の
で
、
保
健
所
と
連
絡
を

 
取
り
ま
し
ょ
う
。

 

 

  

結
核
と
は

 
結
核
と
は
、
結
核
菌
に
よ
っ
て
お
こ
る
感
染
症
で
す
。

 
 感
染
の
し
く
み
（
空
気
感
染
）

 
・
主
に
肺
結
核
患
者
の
咳
な
ど
の
し
ぶ
き
と
共
に

  
排
出
さ
れ
る
菌
を
吸
い
込
む
こ
と
で
感
染
し
ま
す
。

  
 感
染
と
は

 
 

・
結
核
菌
が
身
体
の
中
に
入
り
、
そ
れ
に
対
す
る

  
身
体
の
反
応
が
起
こ
っ
て
い
る
状
態
で
す
。

  
 発
病
と
は

 
・
菌
が
増
殖
し
、
何
ら
か
の
身
体
の
変
化
や
症
状
が

  
出
て
く
る
状
態
で
す
。

  
・
結
核
の
発
病
率
は
、
感
染
者
の

1
～
２
割
で
す
。

  
・
発
病
は
、
身
体
に
入
っ
た
菌
の
量
や
強
さ
と
、

  
感
染
者
の
免
疫
な
ど
が
関
係
し
ま
す
。

  
 ＜
免
疫
の
維
持
＞

 バ
ラ
ン
ス
の
良
い
食
事
、
適
度
な

 
運
動
、
十
分
な
睡
眠
、
禁
煙
、
免
疫
が
下
が
る
疾
患

 
（
糖
尿
病
、
腎
疾
患
等
）
の
治
療
と
管
理
が
大
切
で

す
。

  
 症
状

 
➢

 
咳
、
痰
、
微
熱
、
胸
痛
、
体
重
減
少
等

  
 特
徴

  
・
「
よ
く
な
っ
た
り
、
悪
く
な
っ
た
り
」
し
つ
つ

  
病
状
が
進
行
し
、
排
菌
す
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

  
・
排
菌
を
し
て
い
な
い
感
染
状
態
や
発
病
の
初
期

  
に
は
、
人
に
う
つ
す
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

  
 治
療
と
施
設
で
の
服
薬
支
援

 
・
原
則
と
し
て
、

6
か
月
以
上
の
定
め
ら
れ
た
期
間
、

  
複
数
の
薬
を
内
服
し
ま
す
。
確
実
な
内
服
の
た
め

  
周
囲
の
方
の
支
援
が
重
要
と
な
り
ま
す
。
 

医
療
機
関

 
・
結
核
の
診
断

 

・
保
健
所
へ
の
届
出

 

保
健
所

 
・
患
者
や
施
設
医
療
機
関
か
ら
情
報
収
集

 

・
接
触
者
健
診
の
対
象
者
と
方
法
を
決
定

 

・
接
触
者
健
診
の
実
施
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ＨＩＶ／エイズの正しい知識
～知ることから始めよう～

社会福祉施設等で働くみなさまへ

性行為以外の日常生活で感染することはあり
ません。
継続して抗HIV薬を服用していれば、ウィルス量が減少し、性行為による感染も防げます。

今、社会福祉施設等に期待されること

《参 照》
社会福祉施設で働くみなさんへ ＨＩＶ／エイズの正しい知識～知ることから始めよう～
平成23年12月発行、平成31年2月改訂
https://musashinokai.jp/package/wp-content/uploads/2022/11/HIV%E5%85%A8%E7%AB%A0%E7%89%88-2.pdf

＜企画・発行＞
平成23年度 厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策研究事業
「ＨＩＶ感染症及びその合併症の課題を克服する研究」研究代表者 白阪琢磨
分担研究「長期療養者の受入における福祉施設の課題と対策に関する研究」

研究分担者 山内哲也
＜協 力＞

社会福祉法人武蔵野会

大阪府において、2023年に新たなHIV感染者・エイズ患者が80人報告され、2023年末の累積報告
数は4,081人となりました。また、治療の進歩により、平均寿命がHIV陰性者と変わらなくなって
きており、加齢による合併症などによって支援を必要とするＨＩＶ陽性者が増えてきています。
そのため、ＨＩＶ陽性者の受け入れ先として、社会福祉施設等への期待が高まっています。
支援が必要な人に対して、生活支援を行ったり、療養の場を提供したりすることは、社会福祉

施設等の役割です。他の慢性疾患の人と同様に、ＨＩＶ陽性者は慢性疾患を抱えて生活をしてい
る人たちです。一人ひとりがＨＩＶ／エイズに対する理解を深め、支援が必要なＨＩＶ陽性者を

迎え入れていきましょう。

標準予防策によりＨＩＶ感染は予防できます。

今ではＨＩＶ感染症は慢性疾患の１つです。
抗ＨＩＶ薬が使われるようになってから、エイズによる死亡率は劇的に低下し、
ＨＩＶ感染症は、慢性疾患の１つとして考えられるようになりました。

問合せ先 大阪府健康医療部保健医療室感染症対策課 防疫グループ
電話 ０６－６９４１－０３５１（内線５３０７） 29



 

 

 
 
 
【レジオネラ症とは】 

レジオネラ症はレジオネラ属菌による感染症の一つで、幼児やお年寄り、あるいは他の病気など

により身体の抵抗力が低下している人に発病のおそれが強いと言われています。 

レジオネラ属菌に汚染された細かい水滴（エアロゾル）等を、気道から吸い込むことによって感

染し、発病します。 

主な症状は肺炎（レジオネラ肺炎）で、菌に感染してから２～１０日（平均４～５日）後に、高

熱、咳、タン、頭痛、胸痛、筋肉痛、悪寒などの症状が出て、まれに重症になることがあり、死亡

例も報告されています。人から人への感染はありません。近年、レジオネラ症患者報告者数は、増

加傾向にあります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レジオネラ属菌は、入浴設備の配管内部等で増殖することが知られています。入浴設備の適正な

維持管理により菌の増殖を防止し、レジオネラ症の発生予防に努めてください。 

大阪府では、平成２０年４月より、「社会福祉施設等の入浴設備におけるレジオネラ症発生防止対

策マニュアル」を定め、指導・助言を行っています。 

施設の設置者・管理者の方は、引き続き入浴設備について次の点に注意して適正な管理をお願い

します。 

 
 

【入浴設備の維持管理ポイント】 

 

 

 

 

 

 

○浴槽水は、塩素系薬剤を用いて消毒し、遊離残留塩素濃度で常に 0.4ｍｇ/Ｌ以上に

保ちましょう。 

○連日使用している浴槽水は、１週間に１回以上入換え、浴槽を清掃・消毒しましょう。 

○ろ過器は、１週間に１回以上逆洗浄等により清掃しましょう。 

○貯湯槽内の湯の温度は６０度以上に保ち、槽内を定期的に清掃・消毒しましょう。 

 

入浴設備の適正な維持管理により 

レジオネラ症発生を予防しましょう 
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循環式浴槽の実例参考図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【詳しくは】 

 

【水質検査の実施と報告】   

  

 

 

    

 

「社会福祉施設等の入浴設備におけるレジオネラ症発生防止対策マニュアル」を参考にしてくだ

さい。マニュアルは、下記の大阪府環境衛生課のホームページから入手できます。 

https://www.pref.osaka.lg.jp/kankyoeisei/rejionera/index.html 

また、「大阪府 レジオネラ」で検索できます。 

マニュアルの疑問点等は、最寄りの府保健所または環境衛生課生活衛生グループ（06-6944-9910）

にお問い合わせください。 

浴槽水について、１年に１回以上、レジオネラ属菌などの 

水質検査を実施し、その結果を報告してください。 

 

当該施設所在地を所管する介護事業者担当部局 

（大阪府福祉部介護事業者課又は市町村担当部局） 

最寄りの大阪府保健所衛生課 

（大阪市、堺市、豊中市、吹田市、

高槻市、枚方市、八尾市、 

寝屋川市、東大阪市を除く） 

報告は２ヶ所に行ってください 

（ＦＡＸで結構です） 
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１．熱中症とは？ 

＜熱中症の症状＞ 

〇初期症状として、めまいや立ちくらみ、手足のしびれ、筋肉のけいれんや痛み（こむらがえり）が現れます。また、

症状が進むと、吐き気や嘔吐、力が入らないなどの症状が現れます。 

〇さらに重症になると、意識障害や全身のけいれん（ひきつけ）を起こしたり、体温が著しく上昇し、最悪の場合は

死亡する可能性もあります。 

 

＜熱中症の原因＞ 

〇体内の水分や塩分の減少や血液の流れが滞るなどして、体温が上昇して重要な臓器が高温にさらされたり

することにより発症します。 

〇高温、多湿、風が弱い、輻射源（熱を発生するもの）があるなどの環境では、体から熱が逃げにくく、汗をかき

にくくなるため、熱中症が発生しやすくなります。 

 

熱中症の症状と重症度分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「熱中症診療ガイドライン 2024」７～８頁を参考に大阪府が作成） 

熱中症にご注意ください 
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２．熱中症は予防が大切 

 熱中症は生命にかかわる病気ですが、予防法を知っていれば防ぐことができます。 

 「暑さを避ける」、「こまめな水分補給」などの熱中症予防行動を実践してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

暑さを 

避けましょう 

□エアコンを利用する等、部屋の温度を調整 

□暑い日や時間帯は無理な外出をしない   

□涼しい服装にする   

□急に暑くなった日等は特に注意する 

こまめに 
水分補給を 
しましょう 

□のどが渇く前に水分補給 

□入浴前後や起床後もまず水分補給を   

□大量に汗をかいた時は塩分も忘れずに 

暑さに備えた 
体づくりを 
しましょう 

□暑くなり始めの時期から適度に運動を  

□水分補給は忘れずに、無理のない範囲で 

□「やや暑い環境」で「ややきつい」と感じる強度で毎日 30 分程度 

体力や体調を 
考慮して 

活動しましょう 

□寝不足に注意を 

□体調が悪いと感じた時は、涼しい環境で安静に 

※熱中症は、環境条件の他に各人の体調や暑さへの慣れが影響して 

発生します。 

暑さに関する 
情報を 

活用しましょう 

□「熱中症警戒アラート」等、テレビ、防災無線、SNS などを通じて 

発表される暑さを知らせる情報を活用し、予防行動の実践を 

※「熱中症警戒アラート」は、熱中症の危険性が極めて高いと 

予測される場合に発表されます。 
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３．高齢者と熱中症について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜熱中症の発生状況＞ 

○熱中症により救急搬送される方の約半数が、死亡総数の約 8割が、65歳以上の高齢者です。 

 

〇屋内での死亡者のうち、約 9割がエアコンを使用していなかったことがわかっています。 

 

○熱中症は、日中の炎天下だけではなく、室内や夜にも多く発生しています。 

 

○室内でも多くの方が熱中症により亡くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○エアコン・扇風機を活用しましょう 

   

○室内の温湿度を計測しましょう 

※高齢になると暑さを感じにくくなります。実際の温湿度を把握して予防行動をとりましょう。 

   

  ○こまめに水分補給しましょう   

※高齢になるとのどの渇きを感じにくくなります。のどが渇いていなくてもこまめに水分補給しましょう。 

 

  ○シャワーやタオルで体を冷やしましょう 

 

  ○緊急時、困った時の連絡先を確認しておきましょう 

☆水分補給を促すなど、周囲の方から積極的な声かけをお願いします☆ 

 

 

 

！高齢者は特に注意が必要です！ 

○体内の水分量が少ない上、老廃物を排出する際にたくさんの尿を必要とするため、水分が 

不足しがちです。 

 

○加齢により、暑さや喉の渇きに対する感覚が鈍くなります。 

 

○暑さに対する体温の調節機能が低下しています。 

 

●高齢者の熱中症予防のポイント● 
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4．熱中症になったときは？  

 ＜対処法＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5．熱中症の疑いのある人を医療機関に搬送する際に、医療従事者に伝えること 

   熱中症は、症状により、急速に進行し重症化する場合があります。医療機関到着後、治療が迅速に開始され

るよう、その場に居あわせた倒れた時の状況がわかる人が医療機関まで付き添い、発症までの経過や症状など

を伝えるようにしましょう。 

＜医療従事者に伝える内容 （例）＞ 

 □倒れた場所の状況 （具体的な場所、気温、湿度、風速など） 

 □倒れた時の状況 （服装、どんな活動をしていたか、など） 

□症状の経過 （症状が出始めた時から悪化していないか、具体的にどんな症状があるか、など） 

 □対処の内容 （水分や塩分の補給はできたか、その他応急処置の有無など） 

 

6．熱中症に関する情報 

国や大阪府では、下記ホームページを通じて、熱中症に関する情報を発信しています。 
○大阪府ホームページ        ＵＲＬ：http://www.pref.osaka.lg.jp/kenkozukuri/nettyusyou/ 

○環境省「熱中症予防情報サイト」 ＵＲＬ：http://www.wbgt.env.go.jp/ 

○総務省消防庁ホームページ    ＵＲＬ：https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/post3.html 
 

※本資料は、環境省作成「熱中症環境保健マニュアル 2022」、「高齢者のための熱中症対策」、「熱中症 ～ご存知ですか？ 予防・対処法～」、「熱中症警戒アラート全

国運用中！」、日本救急医学会「熱中症診療ガイドライン 2024」を参考に、大阪府で作成しました。 

熱中症を疑った時には、放置すれば死に直結する緊急事態

であることをまず認識しなければなりません。 

重症の場合、救急車を呼ぶことも大事ですが、すぐに体を冷

やし始めることが必要です。 

①涼しい環境への避難 
  ⇒風通しの良い日陰や、クーラーが効いている部屋などに避難させましょう。 

②脱衣と冷却 
⇒衣服を脱がせて、体から熱の放散を助けます。 
ベルトやネクタイ、下着は、緩めて風通しをよくしましょう。 

⇒氷のうや保冷剤などを利用し、首の両脇、脇の下、足の付け根の前面など太い血管が通る部分を 
冷やし、皮膚の直下をゆっくり流れている血液を冷やすことも有効です。 

③水分と塩分の補給 
⇒冷たい水を持たせて自分で飲んでもらいます。 
⇒大量の発汗があった時は、汗で失われた塩分も適切に補える経口補水液や 
スポーツドリンクなどが最適です。また、食塩水（水１ℓに１～２g の食塩）も有効です。 

④医療機関への搬送 
⇒自力で水分の摂取ができない時は、点滴で水分や塩分を補う必要があるので、 
緊急に医療機関に搬送することが最優先です。 
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資料４－３ 

 

その他の留意事項について 
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【大阪府介護事業者課】 

大阪府介護テクノロジー導入状況（ニーズ）調査 

（事業所等のみなさまへ、回答のお願い） 

 

大阪府では、介護現場の人手不足が喫緊の課題となる中、介護従事者が介護テクノロジー

を活用して、業務の効率化や改善を進め、介護従事者の業務負担の軽減や職場定着を図り、

ひいては介護サービスの質の維持・向上につなげられるよう、「介護テクノロジー導入支援

事業」を実施しています。 

つきましては、府内の事業所等における介護テクノロジーの導入状況（ニーズ）等の実態

を把握するため、下記のとおりアンケートを実施いたします。 

本アンケートは、令和８年度以降の補助事業実施にあたり、重要な参考資料となりますの

で、何卒、御協力いただきますようお願いいたします。 

回答については、以下QRコード及びURLより、アンケートのご回答に御協力ください。 

 

【記】 

 

【QRコード】 

 
 

【アンケートURL】 

https://lgpos.task-

asp.net/cu/270008/ea/residents/procedures/apply/b1f51d6e-6e70-4cba-

b454-76af2a2d9e40/start 

 

 
【問い合わせ先】 

大阪府 福祉部高齢介護室介護事業者課 整備調整グループ  

介護テクノロジー導入支援事業 担当 

TEL：06-6944-7104（直通） 
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大阪府では、介護人材の確保が喫緊の課題となる中、介護サービス事業者等が介護ロボットやＩＣＴ機器等の介護テ
クノロジーの導入や定着に向けた補助を通じて、介護現場の生産性向上による職場環境の改善を図ることを目的として、介
護テクノロジー導入支援事業補助金を交付します。 
（※令和７年度より、介護ロボット導入支援事業と ICT 導入支援事業が一本化され、「介護テクノロジー導入支援事業」となりました。） 
 

＜支援内容（予定）＞ 

■補 助 総 額： 1,380,425 千円 

■補 助 対 象 者： 介護保険法に基づくサービスを提供する大阪府内のサービス事業所 

                老人福祉法に基づく大阪府内の養護老人ホーム及び軽費老人ホーム 

■補 助 割 合： 導入費の 3/4  

■補 助 内 容： 以下（1）～（3）                

（１）介護テクノロジーの導入支援 

ア 経済産業省と厚生労働省が定める「介護テクノロジー利用の重点分野」に該当する機器等 

   【1 台あたり上限額 30 万円】 ※移乗支援（装着型・非装着型）、入浴支援に該当する機器は 100 万円 

介護業務支援に該当する介護ソフトは最大 250 万円（職員数により変動） 

 

 

 

 

 
（上記機器の導入に付帯して必要となる Wi-Fi 環境整備、スマホ、タブレットにかかる経費も対象） 

イ その他、介護サービスの質の向上につながると大阪府知事が判断した機器等 【１台あたり上限額 100 万円】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）介護テクノロジーのパッケージ型導入支援 【合計の上限額 1,000 万円】 

（１）のうち、 「介護業務支援」に該当するテクノロジー（介護ソフト等）と、そのテクノロジーと連動することで効果が高
まると判断できるテクノロジーの導入支援（Wi-Fi 環境整備、スマホ、タブレットにかかる経費も対象） 
※介護業務支援に該当するテクノロジーと、それと連動することで効果が高まると判断できるテクノロジーを導入する場合は、（１）ではなく、（２）へのエントリーとなります。 

 

 

 

 

（３）導入支援と一体的に行う業務改善支援 【上限額 45 万円】 

本事業の介護テクノロジーの導入に際して、生産性向上に係る知識・経験を有する第三者から業務改善等を受ける費用の支援 

■補 助 要 件：  

① 令和７年度介護テクノロジー活用支援セミナーの受講（アーカイブの受講も可。詳しくは以下 HP 参照） 

(セミナー日時：令和７年５月 14 日（水曜日）13 時 00 分から 15 時 30 分) 

② 令和７年度中にケアプランデータ連携システムの利用開始すること（居宅介護支援・居宅サービスに限る） 

■事前エントリー期間： 令和７年６月上旬頃までに開始予定 

これまでの介護テクノロジーの導入状況や、伴走支援研修等の申込状況に応じた選定 

（エントリーが予算を超過した場合、抽選） 

■参考サイト URL 等： 
 
 
 
 
 

     
 【問合せ先】 大阪府福祉部高齢介護室 介護事業者課 整備調整グループ 06-6944-7104（直通）  

 

ケアプランデータ連携システム 
 

令和７年度大阪府介護テクノロジー導入支援事業 
R７.５.29 

時点 

従来からの分野 移乗支援（装着、非装着）、移動支援（屋外、屋内、装着）、排泄支援（排泄予測・検
知、排泄物処理、動作支援）、入浴支援、見守り・コミュニケーション（見守り（施設）・見守り（在宅）、 
コミュニケーション）、介護業務支援（介護ソフト等） 
新分野 機能訓練支援、食事・栄養管理支援、認知症生活支援・認知症ケア支援 

・移乗や移動を支援する機器であり重点分野に該当しない機器（床走行式リフト等） 

・介護施設等における調理支援などの職員の負担を軽減する機器（一括で調理支援を行う機器、加熱・ 

冷蔵機能等を備えた配膳車や配膳ロボット等） 

・生産性向上に資する福祉用具（例えば訪問介護事業所で使用するスライディングボード等） 

・職員間の情報共有や職員の移動負担の軽減など効果的・効率的なコミュニケーションを図るための機器 

（インカム等） 

・バックオフィスソフト（電子サインシステム、給与、勤怠管理等） 

・バイタル測定が可能なウェアラブル端末 等 

介護ソフト＋「見守り・コミュニケーション」に該当する機器 

「介護業務支援」に該当する複数の機器 

介護記録ソフト＋介護請求ソフト 等 

介護テクノロジー導入支援事業 HP 
【セミナーのアーカイブ視聴、 
事前エントリーや、交付申請 
に関してはこちらから】 

福祉用具情報システム（TAIS） 
【上記（1）アについては、TAIS 
で「介護テクノロジーのカテゴリ」 
に掲載されるものは補助対象】 
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介護職員による喀痰吸引等を実施する際の注意事項 

令和７年３月 

 

 

社会福祉士及び介護福祉士法に基づき、介護職員による特定行為（以下、喀痰吸引等）

を実施する場合には、利用者の安全のため、次の点に注意し、適切に実施してください。 

 

 

１．介護職員に認められる特定行為とは 

 

 

 

 

２．喀痰吸引等を実施できる介護職員 

 

 

※特別養護老人ホーム等における経過措置による認定者は、胃ろうによる経管栄養の

接続・注入はできませんのでご注意ください。 

 

 

これから認定証申請を予定している方への留意事項 

研修が修了しても、認定証の発行があるまでは行為はできません。 

 ※申請は余裕をもって行ってください。 

 

 

 

 

◎喀痰吸引（口腔内の吸引、鼻腔内の吸引、気管カニューレ内部の吸引） 

◎経管栄養（経鼻経管栄養、胃ろう又は腸ろうによる経管栄養） 

◎登録研修機関等において一定の研修を受け、都道府県による認定を受けた職員 

◎公益財団法人社会福祉振興・試験センターで喀痰吸引等の登録を行った

介護福祉士 
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３．登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者） 

 

 
 

～よくある指摘事項～ 

 ・業務方法書に定めている委員会について実施できていない 

 ・業務方法書に定めている研修について実施できていない 

 ・必要な変更届出がされていない（従事者名簿や事業所住所など） 

 

喀痰吸引等の実施に当たっては、適正な業務運営がなされるよう、定期的

（年１回以上）に自主点検を行ってください。 

詳しくは大阪府のホームページを御覧ください。 

 

【注意喚起・自主点検（事業者ページ）】 

https://www.pref.osaka.lg.jp/o090100/koreishisetsu/tankyuin_futokutei/05jigy

oushatennkenn.html 

 

これから事業者登録を予定している事業者への留意事項 

事業者登録申請日当日の喀痰吸引は原則実施できません。 

※必要な体制書類等を準備し、余裕をもって申請してください。 

 

用語説明 

◎登録喀痰吸引等事業者 

介護福祉士が喀痰吸引等を行う事業者で、介護福祉士に対する実地研修が実施できる事業者 

◎登録特定行為従事者 

認定特定行為業務従事者（都道府県による認定を受けた介護職員）が喀痰吸引等を行う事業者 

 

 

◎喀痰吸引等行為を実施する場合は、事業者登録が必要です 

◎社会福祉士及び介護福祉士法に定められた要件に従って実施する必要があります 

【お問い合わせ窓口（高齢者福祉サービスに関するもの）】 

 

大阪府福祉部高齢介護室施設指導グループ 喀痰吸引等担当 

 

TEL:０６－６９４４－７２０３ 
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安 全 運 転 管 理 者 制 度 と は
事業者が主体的に交通安全の確保を図るための制度で、自動車の使用者（事業主など）
は、台数に応じて必要な安全運転管理者等を選任し、１５日以内に届出しなければなら
ない義務があります。（道路交通法第７４条の３第１項、第５項）

安 全 運 転 管 理 者 の 業 務

安 全 運 転 管 理 者 等 講 習

安全運転管理者は、事業所の運転者に対し、安全運転に必要な次の業務を行わなければ
なりません。また使用者（事業主など）は、安全運転管理者に、必要な権限を与えなけ
ればなりません。

使用者（事業主など）は、安全運転管理者等に、法定講習（6時間）を毎年受講させる
義務があります。（道路交通法第７４条の３第9項）
※講習は「公安委員会に届出をしている安全運転管理者」のみが受講できるものです。
届出警察署が指定する講習日の約1か月前に講習通知書が送付されます。指定講習日に
受講できない場合は、届出警察署交通課交通総務係へご相談ください。
講習手数料は、講習通知書とともに送付される納付用紙で、あらかじめ指定金融機関で
の払い込みが必要です。

○ 運転者の適性などの把握 ○ 運行計画の作成 ○ 交替運転者の配置
○ 異常気象時の措置 ○ 点呼と日常点検 ○ 運転前後の酒気帯びの有無の確認
○ 酒気帯びの有無の確認内容の記録と記録の保存（１年間）
○ 運転日誌の備え付け ○ 安全運転指導

安全運転管理者制度についてご存じですか

■ 届出･問合せ先
事業所の所在地を管轄する警察署の交通課
または大阪府警察本部交通総務課（06-6943-1234）
平日（休日を除く月曜日から金曜日まで）の午前9時から午後5時45分まで

安全運転管理者の選任数 副安全運転管理者の選任数

自動車の使用台数

乗車定員11人以上の
自動車の場合は1台

その他の自動車の場合は5台
※大型自動二輪車、普通自動二輪

車はそれぞれ0.5台計算

1人

20台以上40台未満 1人以上

40台以上60台未満 2人以上

60台以上80台未満 3人以上

80台以上100台未満 4人以上

以降、20台毎に1人を加算する

同じ法人であっても、部署の所在地ごとに、別の事業所として選任･届出が必要です。
また、同じ所在地にある部署であっても、使用者（事業主など）ごとに、別の事業所
として選任･届出が必要です。

安全運転管理者等を選任しなかった場合、選任義務違反として罰則（５０万円以下
の罰金）があり、法人等に対しても罰則（５０万円以下の罰金）があります。

大阪府警察本部交通総務課

※道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令により、令和５年１２月１日からアルコール検知器を
用いて酒気帯びの有無の確認を行うこと及びアルコール検知器を常に有効に保持することを適用するこ
ととされた。

49
49

14744
長方形

14744
長方形

14744
長方形

14744
長方形

14744
長方形



介
護
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
の
体
調
急
変
時
に
お
け
る
救
急
要
請
時
の
お
願
い

～
人
生
会
議
（
Ａ
Ｃ
Ｐ
）
と
救
急
搬
送
情
報
共
有
シ
ー
ト
の
整
備
に
つ
い
て
～

大
阪
府

健
康
医
療
部

保
健
医
療
室

保
健
医
療
企
画
課

大
阪
府

福
祉
部

高
齢
介
護
室

介
護
事
業
者
課

50



予
め
確
認
し
よ
う
！
い
ざ
と
な
っ
た
時
の
ご
本
人
・
ご
家
族
が
望
む
対
応
を
!!

サ ー ビ ス 利 用 者 の

心 臓 と 呼 吸 が 止 ま る

職 員 が 発 見

配 置 医 師 等 に

連 絡

配 置 医 師 等 が

死 亡 確 認

施 設 で の 看 取 り

救 急 隊 到 着

心 肺 蘇 生

心 肺 蘇 生 を

継 続 し

医 療 機 関 へ

搬 送

搬 送 先 医 療 機 関

で の 診 察 ・ 治 療

・ 死 亡 確 認

配
置
医
師
・
か
か
り
つ
け
医
等
に
連
絡

救
急
車
を
要
請
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だ
か
ら
今
、

誰
で
も
、
い
つ
で
も
、
命
に
か
か
わ
る
大
き
な
け
が
や
病
気
を
す
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

自
ら
が
希
望
す
る
医
療
や
ケ
ア
を
受
け
る
た
め
に
大
切
に
し
て
い
る
こ
と
や
望
ん
で
い
る
こ
と
、
ど
こ
で
ど
の

よ
う
な
医
療
や
ケ
ア
を
望
む
か
自
分
自
身
で
前
も
っ
て
考
え
、
周
囲
の
信
頼
で
き
る
人
た
ち
と
話
し
合
い
、
共
有

し
て
お
く
こ
と
を
人
生
会
議
（
Ａ
Ｃ
Ｐ
：
ア
ド
バ
ン
ス
・
ケ
ア
・
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
）
と
い
い
ま
す
。

人
生
会
議
を
重
ね
る
こ
と
で
あ
な
た
が
自
分
の
気
持
ち
を
話
せ
な
く
な
っ
た
「
も
し
も
の
と
き
」
に
、
あ
な
た
の

心
の
声
を
伝
え
る
か
け
が
え
の
な
い
も
の
に
な
り
、
あ
な
た
の
大
切
な
人
の
心
の
ご
負
担
を
軽
く
す
る
で
し
ょ
う
。

大
阪
府
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
：
人
生
会
議
（
Ａ
Ｃ
Ｐ
）
啓
発
資
材
を
配
布
し
て
い
ま
す

⇒
人
生
会
議
（

AC
P
）
啓
発
資
材
を
配
布
し
て
い
ま
す
／
大
阪
府
（
お
お
さ
か
ふ
）
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

[
O
sa
k
a 
Pr
e
f
ec
t
ur
a
l 
G
ov
er
n
m
en
t
]

（
健
康
医
療
部
保
健
医
療
室
保
健
医
療
企
画
課
在
宅
医
療
推
進
グ
ル
ー
プ
）

【
人
生
会
議
ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン
動
画
】
人
生
会
議
―
よ
り
良
く
生
き
る
た
め
に
―
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救
急
車
を
要
請
し
た
場
合
で
も
･･
･

利
用
者
の
救
急
搬
送
が
必
要
と
な
っ
た
場
合
に
、
病
院
や
救
急
隊
員
か
ら
職
員
の
付
き
添
い
の
要
請
が
さ
れ
ま
す
。

事
業
所
等
に
お
い
て
は
、
利
用
者
が
適
切
に
医
療
処
置
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
緊
急
搬
送
時
に
付
き
添
い
い
た
だ
い

て
い
る
一
方
で
、
事
業
所
等
の
人
員
体
制
等
に
よ
っ
て
は
、
必
ず
し
も
付
き
添
い
で
き
な
い
場
合
が
あ
る
こ
と
も
想
定
さ
れ
ま
す
。

そ
の
た
め
、
府
健
康
医
療
部
か
ら
、
改
め
て
救
急
搬
送
先
と
な
る
医
療
機
関
に
対
し
て
、
救
急
搬
送
時
に
付
き
添
い
を
求
め
る

際
に
は
、
事
業
所
等
の
実
情
を
踏
ま
え
て
過
度
な
負
担
を
求
め
る
こ
と
が
な
い
よ
う
配
慮
を
求
め
ま
し
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
医
療
機
関
が
付
き
添
い
を
求
め
る
理
由
に
は
、
利
用
者
の
既
往
歴
等
の
情
報
把
握
が
あ
り
ま
す
。

緊
急
時
に
事
業
所
等
・
救
急
隊
双
方
が
、
必
要
な
対
応
が
取
れ
る
よ
う
、
事
業
所
等
で
利
用
者
の
既
往
歴
等
を
ま
と
め
て
お
き
、

救
急
車
を
要
請
し
た
場
合
で
も
、
次
ペ
ー
ジ
の
「
別
紙
：
情
報
共
有
シ
ー
ト
」
を
救
急
隊
員
に
情
報
提
供
し
、
ス
ム
ー
ズ
な
対
応

が
可
能
と
な
る
よ
う
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

利
用
者
の
体
調
急
変
に
備
え
、
日
頃
よ
り
、
利
用
者
の
既
往
歴
等
を
把
握
し
、
別
紙
を
ご
参
考
に
お
ま
と
め
く
だ
さ
い
。

※
な
お
、
誤
っ
て
救
急
要
請
し
た
場
合
で
も
、
ご
本
人
や
家
族
の
希
望
に
基
づ
き
、
か
か
り
つ
け
医
の
判
断
を
仰
い
だ
上
で
、

施
設
や
在
宅
で
の
看
取
り
を
行
う
取
組
が
一
部
の
地
域
で
は
始
ま
っ
て
い
ま
す
。

そ
の
場
合
も
、
施
設
利
用
者
の
情
報
の
共
有
が
重
要
と
な
っ
て
き
ま
す
。
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別
紙
：
情
報
共
有
シ
ー
ト
（
参
考
様
式
）

※
こ
の
様
式
は
、
参
考
様
式
で
す
。
項
目
の
追
加
等
は
自
由
で
す
。
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施設・在宅ケアにおける

カスタマーハラスメントの
防止について

一部の利用者やご家族等による介護職員・看護師等への身体的暴力や精神的暴力、

セクシャルハラスメントが少なからず発生しています。

このような行為を防止することは、介護職員・看護師等が安心して働くことがで

きる環境をつくるだけではなく、利用者の皆さまに、よりよいサービスを継続して

利用していただけることにもつながります。

ご理解とご協力をお願いします。

よりよい介護・看護サービスの提供のために
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STOP!カスタマーハラスメント！
介護・看護サ―ビスの利用者やそのご家族の皆さまへのお願い

分類 例

身体的暴力
つねる、たたく、蹴る、ものを投げつける、つばを
吐く、手を払いのける

精神的暴力

大声を出す、怒鳴る、威圧的な態度で文句を
言う、特定の職員にいやがらせをする、無視する、
「この程度できて当然」と理不尽なサービスを要
求する

セクシュアル
ハラスメント

ヌード写真を見せる、卑猥な言動を繰り返す、
下半身を丸出しにする、抱きしめる、必要もなく
体をさわる

その他
特定の職員につきまとう、長時間の電話、利用
者や家族が事業所等に対して理不尽な苦情を
申し立てる

〇発行 大阪府 福祉部 高齢介護室 介護事業者課
健康医療部 保健医療室 保健医療企画課

〇監修（50音順）
大阪府医師会 大阪介護支援専門員協会 大阪介護福祉士会 大阪介護老人保健施設協会 大阪府看護協会
大阪府社会福祉協議会老人施設部会 大阪弁護士会 大阪府訪問看護ステーション協会

Ⓒ2014 大阪府もずやん

参照：「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」令和3年度厚生労働省補助事業

次のような行為は、介護職員・看護師等の心身に影響を及ぼすばかりでなく、
離職につながることもあり、利用者ご自身のサービスの提供にも支障をきたすことに
なりかねません。
状況によっては、介護・看護サービスの提供が終了となる場合があります。

介護職員・看護師等が安心して働くことができる環境づくりに、
ご理解とご協力をお願いします。

以下の言動は、「カスタマーハラスメント」ではなく別の問題として対応が必要です。
○認知症等の病気または障害の症状として現れた言動（BPSD※等）は、医療的なケアが必要です。
※BPSDとは、認知症の行動症状（暴力、暴言、徘徊、拒絶、不潔行為等）・心理状況（抑うつ、不安、幻覚、妄想、
睡眠障害等）のこと

※認知症等の病気または障害の症状として現れた言動や行動（BPSD等）については、より良いケアにつながる
よう、介護サービス事業所や介護施設がケアマネジャー、主治医等医療機関と相談して対応していきます。

○利用料金の滞納は、債務不履行の問題となります。
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各種調査（大阪府依頼） 

 

 

カスタマーハラスメント実態調査(大阪府下全施設・事業所対象) 

https://lgpos.task-asp.net/cu/270008/ea/residents/procedures/a

pply/fcaf3d93-2411-4954-a28a-4a54acf4081b/start 

 

救急搬送時の実態調査(大阪府下全施設・事業所対象) 

https://lgpos.task-asp.net/cu/270008/ea/residents/procedures/a

pply/e9acab68-4738-4ecf-8f22-834d2d82ab53/start 

 

訪問介護事業所等への支援方法調査(大阪府下訪問介護・地域密着型訪

問系サービス対象) 

https://lgpos.task-asp.net/cu/270008/ea/residents/procedures/a

pply/f8a0a6f1-6438-4821-b7c2-8248c5aed20c/start 

 

なお、各調査の回答期限は【令和 7 年 7 月 31 日（木）まで】となって

おります。 
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